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序　　　　　文

国際協力事業団は、マダガスカル共和国政府からの要請を受けて、平成 10 年 4 月からプロジェ

クト方式技術協力「北西部養殖振興計画」を実施してきました。

当事業団は、本計画の協力実績を把握して協力効果の評価を行うとともに、今後、日本国及び

マダガスカル共和国両国がとるべき措置を両国政府に提言することを目的として、平成 15 年 1 月

5 日から同年 1 月 26 日まで、当事業団専門技術嘱託 水田　加代子を団長とする終了時評価調査団

を派遣しました。

調査団は、マダガスカル共和国政府関係者と合同で本計画の終了時評価調査を実施し、帰国後

の国内作業を経て調査結果を本報告書に取りまとめました。

この報告書が今後の協力の更なる発展のための指針になるとともに、本計画によって達成され

た成果が、同国の発展に貢献することを期待します。

終わりに、この調査にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心から感謝の意を表しま

す。

　平成 15 年 4 月

国 際協力事業団　　

理事　鈴木　信毅　　
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評価調査結果要約表

Ⅰ．案件の概要

1．協力の背景と概要
マダガスカル共和国（以下「マダガスカル」と記す）政府は、マジュンガ・エビ養殖開発セ
ンター（CDCC／我が国無償資金協力により、1996年に建設）の能力強化を通じて小規模エビ
養殖の振興を図ることを目的とする技術協力を要請してきた。これを受けて、我が国は 1998年
4月から、CDCCを実施機関とするプロジェクト方式技術協力を実施中である。

2．協力内容
（1）上位目標

マダガスカル北西部において小規模エビ養殖家による持続可能な小規模エビ養殖を振興する。

（2）プロジェクト目標
地域環境や条件に配慮して、CDCCのエビ養殖技術を開発する能力を強化する。

（3）成　果
1）種苗生産技術が改善される。
2）センター職員によって種苗生産が効率的に行われるようになる。
3）地域に適した小規模エビ養殖方式が明らかにされる。
4）センター職員によってエビ養殖技術を普及できるようになる。
5）センターのマネージメントが改善される。
6）参考文献、資料が整備される。

（4）投入（評価時点）
日本側：
長期専門家派遣 6名（332 M／M） 機材供与　　　　　   1億 1,600万円
短期専門家派遣 14名（  24 M／M）　 ローカルコスト負担　  8,900万円
研修員受入れ　 11名（  52 M／M）

相手国側：
土地・施設提供、資機材提供、人員配置（カウンターパート配置 8名）

国名：マダガスカル共和国

分野：水産（増養殖）

所轄部署：森林・自然環境協力部

　　　　　水産環境協力課

案件名：北西部養殖振興計画

援助形態：プロジェクト方式技術協力

先方関係機関：農畜水産省

日本側協力機関：農林水産省、熊本県
協力期間

（R／D）：1998年 4月 1日～

 2003年 3月 31日
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Ⅱ．評価調査団の概要

調査期間 2003年 1月 5日～ 1月 26日 評価種類：終了時評価

Ⅲ．評価結果の概要

1．評価結果の要約

（1）妥当性

本プロジェクトはマダガスカル政府の政策、「1997～ 2001年　漁業・養殖マスタープラン」と

整合して住民ニーズにも合致したものであり、外貨獲得と貧困緩和への寄与という面で妥当な

計画である。

（2）有効性

プロジェクト成果及び目標の達成状況にかんがみて、有効性は高い。CDCCの種苗生産及び

養殖技術は確実に向上しており、カウンターパートは専門家の指導なしでも両業務を行うとと

もに、漁民を対象とする研修会の講師や実習指導を担当できる知識・技術を身に着けている。

（3）効率性

マダガスカルの予算執行が常に遅れるなど、投入タイミングの不具合が見られるが、投入量

はプロジェクト成果達成に比して適正な規模であり、プロジェクトの効率性はおおむね良好と

判断される。

（4）インパクト

プロジェクトによるインパクトは様々な形で現れている。CDCCによる種苗供給が可能になり、

研修会・セミナーあるいはマスメディアを利用した広報によってエビ養殖の知識が広まり、エ

ビ養殖希望者の増加につながった。小規模エビ養殖の事業者数・池面積は徐々に増加している。

実習に CDCCの養殖施設の利用が可能であるため、マジュンガ大学が養殖コースを開設し、中

学校 1校と高等学校 2校が養殖実習クラスを設けている。

（5）自立発展性

カウンターパートやテクニシャンの技術力は確実に向上し、独力で CDCCの運営を継続でき

る実力があると思われる。しかしながら、所長と会計担当以外は短期雇用契約の職員であるため、

技術を習得したカウンターパートやテクニシャンが転職する可能性が高く、技術レベルの維持

が危惧される。

CDCCの種苗販売収入が伸びてきたこともあり、政府予算が相対的に減額され始めている。し

かしながら、まだ現状では CDCCの独立採算は困難である。今後、政府予算が更に大幅に削減さ

れる場合には、CDCCの活動が財務的理由によって縮小、あるいは頓挫する可能性は否定できない。

担当分野　　　　氏　名　　　　　　　　所　属
総括／団長　水田　加代子　国際協力事業団　特別技術嘱託
エビ養殖　　原　武史　　　日本水産資源保護協会　専務理事
評価分析　　　山本　郁夫　　アイ・シー・ネット㈱　コンサルタント
計画管理　　　神内　圭　    　国際協力事業団　森林・自然環境協力部　水産環境協力課

調 査 者
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プロジェクトによって小規模エビ養殖の希望者が増え、普及の兆しが見られるようになったが、

実際に収益を上げている小規模養殖家が少なく、プロジェクトとしても収益性のある技術を提示

できていない。つまり、養殖家レベルでの技術的自立発展性が十分に確保されたといえる段階に

は至っていない。

2．効果発現に貢献した要因

（1）計画内容に関すること

特記事項なし。

（2）実施プロセスに関すること

プロジェクト予算で種苗生産施設の取水・排水設備の改良工事を実施したことにより、種苗

生産部門への技術移転が円滑に進められた。

3．問題点及び問題を惹起した要因

（1）計画内容に関すること

プロジェクト開始当初に作成されたプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）は、プ

ロジェクト目標達成から上位目標達成に至るまでにクリアしなければならない条件が多く、計

画の妥当性が疑問視される面もあったが、中間評価によって普及面を強化するように軌道修正

がなされ、プロジェクトの成果、目標、上位目標の関係性が改善された。ただし、PDMの正

式改訂が適時（中間評価時）に行われなかったため、終了時評価に際し、PDMe作成に混乱が

生じた。

（2）実施プロセスに関すること

・2002年のマダガスカル国内の政治的混乱により、日本人専門家は首都及び本邦に約 3か月

間にわたって一時退避し、この間プロジェクト活動はほぼ中断した。協力再開後は時間的制

約により、パイロットファームの造成と国際シンポジウムの開催を中止した。

・プロジェクト前半において、マダガスカル側の免税手続きの遅れにより、機材引き取りが大

幅に遅れた。

4．結　論

評価分析の結果、プロジェクト目標はおおむね達成したと判断される。終了時評価時点（プ

ロジェクト終了 2か月半前）においても、上位目標で設定した最終受益者に対する本プロジェ

クトの波及効果（インパクト）が現れ始めている。しかし、2002年に生じたマダガスカル政変

により、パイロットファーム設置支援に関する活動が遅延するなどの影響を受けた。そのため、

CDCC普及部門の能力向上が不十分のままであるといえる。

日本側が普及部門を中心にフォローアップ協力を実施するならば、プロジェクト上位目標の

達成可能性が高くなると思料する。
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5．提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）

（1）マダガスカル側

・農水省は、小規模エビ養殖振興策を堅持・強化することが必要である。特に、小口融資制度、

税制優遇策、CDCCを通じた普及活動の強化とそのための適切な予算配分等の措置が望まれ

る。

　　また、農水省は CDCC主要職員（本件カウンターパートスタッフ）の雇用形態をプロジェク

ト雇用から政府終身雇用へ早期に切り替えるとともに、頻繁な人事異動を抑制すべきである。

・CDCCは、必要な政府予算の獲得に努めて財務基盤を安定化するとともに、自己収入源（種

苗販売、各種サービスの受益者負担・有料提供）の拡充に努めて、これら予算を普及活動へ

有効活用すべきである。

・CDCCは、今後とも技術的能力（特に池管理、飼料開発、病理・疾病管理、普及能力）の強

化に努めるべきである。

（2）日本側

本評価調査団は、日本政府に対し、本件プロジェクトの上位目標達成を促進してプロジェク

ト実施の最終的な費用対効果の向上と自立発展性を確保することを目的としたフォローアップ

の実施を提言する。その対象分野として、池管理、飼料開発、病理・疾病管理、研修・普及活

動支援の各分野に関する小規模な協力を組み合わせることが最適である。

6．教　訓

（1）計画策定時

ターゲット・グループ／プロジェクト受益者を明確に定義すること

（2）実施過程

プロジェクトの進展に伴い、PDMの改訂を適時に行っていくこと
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　　　第 1 章　終了時評価調査の概要

1 － 1　調査団派遣の経緯と目的

マダガスカル共和国（以下「マダガスカル」と記す）北西部養殖振興計画が 2003 年 3 月に終了す

るにあたり、マダガスカル側と日本側による合同評価を通じて、計画達成度（投入実績、活動の実

施状況、成果の達成度、プロジェクト目標の達成度、上位目標の達成見込み）を調査し、評価 5 項

目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から評価分析を行い、その結果を

日本側及びマダガスカル側両国政府に報告するとともに、プロジェクト協力期間終了後に双方が

とるべき措置等に係る提言を行うことを目的として、終了時評価調査を実施した。

1 － 2　調査団の構成と調査期間

（1）調査団の構成

〈マダガスカル側評価メンバー〉

1）Mr. Gabriel RAZAFITSEHENO 農畜水産省　養殖開発部長（総括）

2）Mr. Roginah RAFIDISON 同省　養殖開発部 海面養殖課長

3）Mr. Tovohery A. ANDRIANARIVELO 同省　プログラム課長

4）Mr. RANDRIAMIARISOA 同省　マジュンガ地区水産事務所長

5）Mr. Jean Desiré RASOLONJATOVO 同省　プロジェクト調整課長

〈日本側調査団員〉

1）水田　加代子　 （総括／団長） 国際協力事業団　専門技術嘱託

2）原　武史　 （エビ養殖） 社団法人 日本水産資源保護協会　専務理事

3）山本　郁夫　 （評価分析） アイ・シー・ネット㈱　コンサルタント

4）神内　圭　 （計画評価） 国際協力事業団　森林・自然環境協力部

水産環境協力課

（2）調査期間

2003 年 1 月 5 日（本邦発）～ 26 日（本邦着）

詳細行程は付属資料 1 のとおりである。

1 － 3　対象プロジェクトの概要

マダガスカルにおけるエビ漁業は外貨獲得と雇用の創出により、国家経済及び地方経済を支え

る重要な産業となっている。同国政府はエビ資源の保護と同時に生産の拡大を図るため、禁漁区
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の設定や漁獲の制限を実施するとともに、エビ養殖の振興に取り組む構想を策定し、我が国に対

して無償資金協力を要請した。我が国はマダガスカル北西部のマジュンガにエビ種苗生産施設及

び関連資機材を供与することとし、1996 年 6 月度に種苗生産センターと養殖訓練センターの建設

が完了した。（1995 年度：10 億 5,000 万円）

このマジュンガ・エビ養殖開発センター（CDCC）設立に伴い、マダガスカル政府はエビ養殖振

興計画推進のための技術者・研究者の育成のため、CDCC を拠点としたプロジェクト方式技術協

力を我が国に対して要請した。

これを受け、我が国は 1996 年 8 月に事前調査団を派遣し、想定される協力内容についてマダガ

スカル側と協議を行った。その後、1997 年 8 月の長期調査による詳細協議を経て、1997 年 12 月

に実施協議調査団とマダガスカル政府側の間で討議議事録（R ／ D）の署名を行った。

これに基づき、「地域環境や条件に配慮して、マジュンガ・エビ養殖開発センターのエビ養殖に

関する技術を強化する」ことをプロジェクト目標として、5 年間にわたる技術協力が 1998 年 4 月

から開始された。当初のプロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM0）は付属資料 4 に示した

とおりである。プロジェクト活動は、長期専門家 4 名（リーダー、業務調整、エビ種苗生産、エビ

養殖）が中心となって実施されている。

本プロジェクトの最終受益者は零細～中小規模エビ養殖家／同養殖希望者である。マダガスカ

ルにおけるエビ養殖は、企業養殖が数か所で行われていたが、本プロジェクトが開始するまでは

中小規模（池面積 50ha 以下）の養殖者は存在しなかった。農畜水産省によるとエビ養殖適地は全

国で 3 万 ha に上るとのことであり、これらが適切に開発されれば、将来の有望な産業に成長する

可能性をもっている。

なお、マングローブ林の保護、沿岸海水汚染防止など東南アジア諸国の轍を踏まないよう、政

府はいち早く厳しい環境基準を設け、開発者にその遵守を課している。マングローブ林の伐採に

よるエビ養殖池開発は認められておらず、マダガスカルで「シラシラ」と呼ばれるマングローブ後

背地が池開発認可の対象地となっている。



─ 3 ─

第 2 章　終了時評価の方法

2 － 1　評価用 PDM（PDMe）

本プロジェクトは、計画段階において PDM が作成されておらず、プロジェクト開始（1998 年

4 月）の 8 か月後（1998 年 12 月）に派遣された運営指導調査団によるPCM ワークショップによっ

て PDM0（付属資料 4 参照）と活動計画（Plan of Operation：PO）が作成された。

その後、PDM の改定は正式にはなされていないが、2000 年 10 月に派遣された運営指導（中間

評価）調査団によって軌道修正の必要性と提言がなされ、中間評価後の活動はこのときの提言に

基づいたものとなっている。現行の PDM は、中間評価後の軌道修正が反映されておらず、また、

プロジェクト要約の各要素の因果関係に論理性を欠いた部分が見受けられた。

本終了時評価においては、これまでのプロジェクトの経過を踏まえ、プロジェクト要約の各要

素の因果関係の明確化に努め、プロジェクト内容が適切に表現されるように PDM を改訂して

PDMe を作成した。そのうえで、プロジェクト初期及び中間評価時の計画に照らし合わせ、本調

査において調査可能な評価指標を設定した。

（1）上位目標

現行 PDM における上位目標は、英文では「To develop the small-scale shrimp culture in

a sustainable way with the participation of artisanal fishermen in the northwest coastal

region of Madagascar」となっているが和訳は「マダガスカル北西部において零細漁民参加に

よる持続可能な粗放的エビ養殖技術を開発する」となっている。元来、本プロジェクトは要請

段階からエビ養殖振興を上位目標としており、「小規模エビ養殖の振興」と訳されるべきとこ

ろを「粗放的エビ養殖技術を開発する」という訳になっている。また、英文、和文ともに、「零

細漁民の参加による」という言葉が使われているが、零細漁民がどういう形で参加するのか意

図するところ不明朗である。実施協議調査団報告には、和訳として「漁民を主体とする小規模

エビ養殖が振興される」という言葉が使われているが、これも意図するところが不明である。

PDM は日本側の理解のためのみではなく、プロジェクトを実施する関係者全員が共通認識の

下に業務を推進するためのものであり、誤解を招くような表現は極力避けたいものである。

現地でマダガスカル側及び日本人専門家に確認したところ、プロジェクトは、小規模エビ

養殖の実施者として零細漁民だけをターゲットとしてはおらず、農民や他産業からの参入も

否定していないということであった。

事前調査時の上位目標は「To develop the small-scale aquaculture industry of shrimp

and to contribute to the improvement of living standard of artisanal fishermen in North-

west region of Madagascar（マダガスカル北西部において小規模エビ養殖産業の振興を図る



─ 4 ─

とともに、零細漁民の生活水準の改善に貢献する）」となっている。つまり、零細漁民の生活

水準の改善は最終目標であり、そのひとつの手段として小規模エビ養殖の振興を図るという

ものである。この時点で、小規模エビ養殖の担い手は限定していないが、実施協議調査、運

営指導調査と進むうちに、いかにも零細漁民による小規模エビ養殖を振興することが上位目

標であるかのような表現に変わっていっている。

もうひとつの問題は、Artisanal Fishermen を零細漁民と訳すことによって起こり得る誤解

である。プロジェクト報告書によると、マダガスカル政府はエビ養殖の規模区分を、ファミ

リエル、アーティザナル、インダストリアルの 3 つに分けており、それぞれ、養殖規模 5ha 未

満、5 ～ 50ha、50ha 以上としている。零細漁民とは漁民のなかでも最も規模が小さく貧し

いととらえられるが、プロジェクト活動は、この区分におけるアーティザナル以下を対象に

行われており、マダガスカル側もそのように理解している。本評価調査では、マダガスカル

側関係者とこの件に関して協議し、本プロジェクトの最終受益者を「Small-scale  shr imp

farmers in the northwest coastal region of Madagascar（マダガスカル北西部の中小規模エ

ビ養殖家）」とし、Small-scale shrimp farmers を「Anyone who is interested in and practices

shrimp culture whose total area is less than 50ha（50ha 以下のエビ養殖を実施しているあ

るいは実施を望んでいる者）」と規定することとした。

上位目標を大きく変更すると解釈上の新たな混乱を招くおそれがあるので、Artisanal Fish-

ermen となっている部分だけを修正し、以下のように変更した。

「To develop the small-scale shrimp culture in a sustainable way with the participation

of small-scale shrimp farmers in the northwest coastal region of Madagascar（マダガスカ

ル北西部において小規模エビ養殖家による持続可能な小規模エビ養殖を振興する）」

（2）プロジェクト目標

現行 PDM のプロジェクト目標は英文「To strengthen the capabil i ty of the Mahajanga

Shrimp Culture Development Center to develop shrimp culture technology considering

the local environment and situation」であるが和訳は「地域環境や条件に配慮して、マジュ

ンガ・エビ養殖センターのエビ養殖に関する技術を強化する」とある。英文を直訳すると「セ

ンターのエビ養殖技術開発能力の強化」である部分が、「エビ養殖に関する技術を強化する」と

訳されている。やはり英文と和訳の内容は一致させるべきである。また、センターで開発さ

れる技術内容が明記されておらず、プロジェクト目標と上位目標の因果関係が希薄である。

一方、上位目標の達成には開発された技術の普及活動が不可欠であるが、普及面を外部条

件として位置づけており、計画の妥当性が疑問視される面もある。中間評価において普及活

動を視野に入れた軌道修正が提言され、この面での取り組みが強化されたことは妥当であっ
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たと思われる。しかしながら、中間評価後の軌道修正は PDM に反映されていない。

上位目標との因果関係が分かりやすい表現を用い、中間評価後の軌道修正を反映させたプ

ロジェクト目標の設定が望ましいが、調査団内で協議した結果、変更により新たな解釈上の

混乱が起こることを避けるため、プロジェクト目標は現行のままとすることとした。

（3）成　果

現行 PDM の成果項目は、大項目の内容を規定する小項目が書き込まれており、煩雑で理解

し難い部分もあるため、6 項目に整理した。

（4） 活動項目

PO 及び活動報告を参考にし、中間評価時の軌道修正内容を反映させて、活動項目を整理し

た。

2 － 2　主な調査項目と情報・データ収集方法

本終了時評価では、PDMe を利用し、評価時点での計画達成度を踏まえたうえで、評価 5 項目

（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から、以下のとおり終了時評価を行っ

た。

（1） 国内準備作業（日本側調査団のみ）

・既存情報（調査報告書、四半期活動報告書等）のレビュー

・PDMe 案の作成

・現地調査項目の整理

・質問票（専門家、カウンターパート、その他マダガスカル側関係者）の作成・送付

（2）現地調査（マダガスカル側との合同調査）

・PDMe 案の認証

・プロジェクト側からの活動成果報告

・専門家、カウンターパートに対するインタビュー調査

・プロジェクト施設、近郊養殖家の視察

・達成グリッド、評価グリッドの作成
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第 3 章　調査結果

3 － 1　プロジェクトの実績

（1）投　入

1）日本側投入（付属資料 5 参照）

①　専門家派遣

プロジェクト開始時より、長期専門家 6 名（332M／M）、短期専門家 14 名（24M ／M）

が派遣された。

2002 年のマダガスカル政変により、長期専門家が約 3 か月間、首都及び日本へ一時退

避するとともに、短期専門家の派遣に遅延・期間短縮が生じた。

協力期間全体では、専門家派遣は適切に実施されたと判断される。

②　研修員受入れ

計 11 名（52M ／M）の本邦研修が計画に沿って適切に実施された。

③　機材供与

計 1 億 1,600 万円の機材（携行機材 1,200 万円を含む）が供与され、プロジェクト活動

に活用されている。維持管理状況も適切である。

ただし、プロジェクト前半に、マダガスカル側の輸入税支払いの遅れから、機材の引き

取りが大幅に遅延する事態が発生した。

④　現地業務費

施設改善及びプロジェクト活動のために計 8,900 万円が投入された。後述するように、

当該費目による種苗生産施設の改修は、計画どおりの種苗生産量達成の大きな要因であ

り、適切な処置がなされたといえる。

2）マダガスカル側投入（付属資料 5 参照）

①　土地、建物、既存機材の提供

1996 年に我が国の無償資金協力で建設されたCDCC がプロジェクト活動のために提供

された。

②　カウンターパート配置

プロジェクト期間を通じて 8 ～ 9 名のカウンターパート及び適切な数のテクニシャンが

配置された。

ただし、同期間を通じて 3 名のカウンターパートが転属または退職し、13 名のテクニ

シャンが退職したことから、補充のためにプロジェクトは新職員を採用しなければなら

なかった。
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③　予算（マダガスカル側措置）

マダガスカル政府は、養殖振興開発基金予算から、5 年間で合計5,300 万円相当のCDCC

運営経費を支出している。各年度分の内訳は表 3 － 1 のとおりである。

上記予算に加えて、CDCC の種苗販売代金による自己収入が CDCC の運営に充当され

ており、投入量の面では特段の問題は無いが、政府予算分の執行（本省から CDCC 公金

口座への移転）が常時遅延している。

（2）活　動

活動項目ごとの実績と今後の課題については、付属資料 6 参照とす。

（3）成　果

成果 1：種苗生産技術が改善される

上記成果目標は順調に達成されている。

種苗生産施設の取水・排水システムの改良工事と、専門家による技術指導の結果、CDCC は

年間 1,000 万匹以上の種苗を安定して生産できるようになった。

あわせて、当該分野では下記のような技術改善成果が生まれている。

ﾊ・親エビ養生飼育のため、二重底水槽を開発して、親エビの再利用を可能とした。

・薬剤、初期餌料の使用量減少に努め、生産コストの削減に成功した。

・プランクトン培養室が整備され、Thalasiossira  sp. と Chaetoceros  sp. の分離、保存、大

量培養が可能となり、安定的に種苗生産初期餌料として供給できるようになった。

成果 2：センター職員によって種苗生産が効率的に行われるようになる

CDCC カウンターパート及びテクニシャンは、種苗生産のオンザジョブ・トレーニング（OJT）

と技術的検証を通じて当該分野の知識・技術を習得し、独力で効率的な種苗生産を実施でき

るようになった。

675.5

585

560

560

300

マダガスカル会計年度

合　計

1998

1999

2000

2001

2002

予算額（百万FMG）／（千ドル）

2,680.5

112.6

97.5

93.3

93.3

50.0

446.7

表 3－ 1
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成果 3：地域に適した小規模エビ養殖方式が明らかにされる

育成部門は、プロジェクト開始後通算で 17 回の半集約養殖試験、5 回の粗放養殖試験、5 回

の親エビ養成、更に 1 回の中間育成を CDCC 場内試験養殖池で実施した。この結果、半集約

養殖における 1 ha 当たりの生産性では 45 ～ 1,104kg（平均約 500kg）を得た。また、粗放養

殖では 6 ～ 54kg/ha の収量を得た。

養殖試験を重ねることにより、カウンターパートはエビ池養殖に必要な技術・知識と経験

を集積してきている。

・今後の課題

CDCC は小規模養殖家が実際に直面しているような条件下（例えば、潮汐依存の換水率が

低い条件下）での採算性のある池養殖技術の実証には至っていない。また、マダガスカル国

内で商品化されたエビ飼料がない現状において、十分な品質の自家配合餌料の開発が課題

である。

成果 4：センター職員によってエビ養殖技術を普及できるようになる

プロジェクト前半の種苗生産の成果を受けて、小規模養殖普及のために、養殖訓練コース、

パイロットファーム造成のための適地調査、小規模養殖への種苗配布等を実施した。小規模

養殖の拡大状況を調査し、マダガスカルの養殖の現状を把握したうえで、CDCC 及びプロジェ

クトの役割について検討した。

養殖訓練コースについては、零細漁民等小規模養殖希望者向け 8 コース、水産局職員向け

4 コースの合計 12 コースを実施し、188 名の訓練生を養成した。

養殖訓練コース卒業生のうち 11 グループが養殖候補地を選定し、CDCC へ候補地の適正調

査の依頼、養殖許可の申請、あるいは申請準備を行っている。このうち、本評価時点までに

池造成まで進んだのは 1 件のみである。

・今後の課題

パイロットファームの設定・支援を通じて、小規模養殖家の現状に即した養殖技術の検

証を行い、これを通じて改善された技術の普及を進めていくことが必要である。

成果 5：センターのマネージメントが改善される

日本人専門家とマダガスカル側スタッフの協力により、CDCC の運営管理能力は強化された。

資機材・消耗品の調達ルートが構築され、各種報告書の作成能力も向上した。

ただし、CDCC スタッフの頻繁な転出、2002 年の政変によるプロジェクト活動の中断など

の阻害要因もあった。



─ 9 ─

成果 6：参考文献・資料が整備される

エビ養殖技術に関する約 500 種の文献・参考図書類が収集・整備されるとともに、プロジェ

クト活動結果に関する報告書類、研修会・普及活動用の視聴覚教材類が作成された。

（4）プロジェクト目標

プロジェクト目標の達成状況はおおむね良好である。

カウンターパートは、種苗生産技術を習得し、CDCC 場内の育成池で通常条件下であれば、

池養殖管理を適切に実施できるようになった。また、小規模エビ養殖家及び関係者に対象と

する研修会を実施できるようになった。

しかしながら、普及指導に関連して、小規模養殖家が直面しているような悪条件下での、池

養殖技術、地場材料を用いた適正飼料の開発、疾病管理・病理について、十分な技術能力を

習得する段階には至っていない。

（5）上位目標

上位目標の達成状況・同見込みを詳細に議論するには、まだ時期尚早と言わざるを得ない。

ただし、プロジェクト周辺地域の小規模エビ養殖家がプロジェクト開始時点（1998 年）の

1 経営体（0.02ha）から本評価調査時点の 6 経営体（計 45ha）へと拡大しつつあることは、プ

ロジェクトの上位目標達成に向けたポジティブな兆候である。これは、プロジェクトによる

小規模養殖家向け研修会の実施が大きな促進要因になっていると考えられる。

しかしながら、CDCC は小規模経営体の養殖条件に適合し、採算性と持続性を備えた技術実

証モデルを示すには至っていない。融資支援制度、地場材料を用いた適正飼料、普及制度、マ

ングローブ後背地に適合した養殖技術等、マダガスカル政府及びCDCC が今後取り組むべき

課題は多い。

3 － 2　プロジェクトの実施プロセス

合同評価チームは、「プロジェクトの目標はおおむね達成された」と結論づけた。小規模エビ養

殖技術はマダガスカルにとって、全く新しいものであり、すべてが 1 から出発せざるを得なかっ

た事情を考えると、「おおむね達成」のレベルまで到達したことは、専門家の一致団結した、優れ

た指導力によるものと思料するとともに、マダガスカルのカウンターパートほか関係者の熱心な

技術習得のみならず、生物を相手にするエビ養殖にあっての心構え及び対応を専門家から徐々に

学んだ結果と考える。

マダガスカル国内の政変に伴う 2002 年の技術協力活動中断は、プロジェクトの実施プロセスに

おいて特筆すべき事項である。大統領選挙に端を発したマダガスカル国内の政治的流動化と治安
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悪化のため、日本人長期専門家は、2002 年 6 月から同 8 月までの約 3 か月間、首都及び日本へ退

避し、その間、CDCC における技術協力活動は中断を余儀なくされた。

この結果、プロジェクトが準備を進めていた国際シンポジウム（東アフリカ各国からの招へい

を予定）を中止せざる得なくなるなど、計画に少なからず影響が生じた。

日本人専門家の不在中、CDCC の育成池を大手エビ養殖企業が借り受けて自社の生産活動を行

う事態も生じた。本来、CDCC は小規模養殖家への裨益を目的として我が国無償資金協力で建設

されたセンターであり、一私企業が営利目的で占用したこと、また、これをマダガスカル政府が

許可したことは遺憾である。本件プロジェクト終了後、同様の事態が再発することが危惧される。
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第 4 章　評価結果

4 － 1　評価 5 項目の評価結果

（1）妥当性

マダガスカルにおいてエビ漁業は外貨獲得と雇用創出によって国家経済を支えてきており、

現在でもコーヒー、バニラに次ぐ輸出品目としてその重要性に変わりはない。1990 年代に入っ

て天然のエビ資源には限りがあり、持続可能な漁獲可能量の上限に達しているとの判断から、

マダガスカル政府はエビ養殖の振興策をとってきており、2001 年には輸出されたエビの

3 分の 1 を養殖エビが占めるに至っている。養殖エビ生産量の増大は企業による大規模養殖に

負うところが大きいが、マダガスカル政府は養殖池面積 50ha 以下の小規模エビ養殖の振興も

図っており本プロジェクトはこの政策に沿ったものである。「1997 ～ 2001 年　漁業・養殖マス

タープラン」1）は水産セクターの主要目的として、①外貨獲得を増加させる、②国民の食糧供

給に寄与する、③貧困緩和に寄与する、の 3 項目を掲げているが、本プロジェクトは、外貨獲

得と貧困緩和への寄与という面で、本マスタープランの内容にも合致するものである。

本プロジェクトの対象地域となっているマダガスカル北西部はエビ養殖適地であるが、多

くの漁民は伝統的漁業を営み続けており、国民の 7 割が貧困層に属するといわれるマダガス

カルのなかでも貧困層の多い地域である2）。本プロジェクトが上位目標とする小規模エビ養殖

の振興は、こうした貧困層の収入向上へ貢献することが期待されている。

エビ養殖は、東南アジアにおいてマングローブ林の伐採により環境破壊をもたらしたとい

う批判があるが、プロジェクト目標は環境配慮を明記しており、マダガスカル政府はエビ養

殖開発に際してのマングローブ林伐採規制を設けてマングローブ林破壊を予防している。

一方、プロジェクト計画内容に関し、プロジェクト開始当初に作成された PDM は、普及活

動などプロジェクト目標達成から上位目標達成に至るまでにクリアしなければならない条件

が多く、計画の妥当性が疑問視される面もあったが、中間評価によって普及面を強化するよ

うに軌道修正がなされ、プロジェクトの成果、目標、上位目標の関係性が改善された。

以上から、本プロジェクトはマダガスカル政策との整合性があり、住民ニーズにも合致し

たものであり、妥当な計画であったといえる。

（2）有効性

CDCC における種苗生産は、最初のステアリングコミッティーミーティングにおいて設定さ

1）Situation et Perspectives de Developpement de la Pêche  et  de   Aquaculture a Madagascar (Synthese); Ministere de
la Peche et des Ressources Haulieutiqes, UNDP, FAO  1997

2）Rapport National sur le Developpement Humain Madagascar 2000; PNUD (UNDP)  2000
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れた目標生産量である年間 1,000 万尾を超えており、カウンターパートも技術をほぼ習得して

自力で生産を続けていけるまでになっている。

地域に適した養殖技術の確認のために、粗放養殖と半集約養殖を比較試験し、半集約養殖

の収益性が高いことが確認されたが、養殖池建設コストまで含んだ収益性の検証はなされて

いない。また、種々の技術を試行錯誤的に行っているが、満足な結果を得られていない。し

かしながら、試験養殖池における様々な実証試験を通じて、CDCC の養殖技術は確実に向上し

ており、カウンターパートは専門家の指導なしでも養殖を行えるだけの知識・技術を身に着

けている。

プロジェクトは養殖を希望する漁民等に対する研修を数多く行い、カウンターパートやテ

クニシャンはその講師や実習指導を担当しており、普及活動を行う力がついている。

また、CDCC はプロジェクト活動を通じてマネージメントの改善が見られ、参考文献やマ

ニュアル類の整備も進んでおり、エビ養殖技術センターとしての機能は高まっている。

このように、プロジェクトの有効性は、プロジェクト成果及び目標に照らし合わせて見る

限り、高いといえる。

（3）効率性

投入された機材はプロジェクト活動に必要なものであり、機材は有効に利用され管理も行

き届いている。種苗生産施設の改善は、種苗生産の増加と安定に貢献しており、妥当なもの

であった。カウンターパートの日本研修は、研修参加者の知識・技術の向上と労働意欲の増

加に役立っている。それぞれの投入タイミングはおおむね良好であったが、マダガスカルの

予算執行は常に遅れ、プロジェクト前半において関税の支払いが遅れ、機材の引き取りが遅

れた。また、一部のカウンターパートは手続きの遅れから日本研修をエビ養殖研修に不適切

な時期に受けなければならなかった。

一部に投入タイミングの不具合が見られるが、投入量はプロジェクト成果達成に比して適

正な規模であり、プロジェクトの効率性はおおむね良好と判断される。

（4）インパクト

プロジェクトにより CDCC から小規模エビ養殖家への種苗販売が可能になり、プロジェク

トが実施した研修やセミナーあるいはマスメディアを利用した広報によってエビ養殖の知識

が広まり、エビ養殖希望者の増加につながった。小規模エビ養殖の池面積は、1998 年の 0.02ha

（1 経営体）から 2002 年は 45ha（6 経営体）へと増加した。このことはプロジェクトの上位目

標への正のインパクトの現れととらえることができる。しかしながら、プロジェクトが実施

した調査によると、これら養殖家は技術的に安定しておらず、現時点で満足する収益を上げ



─ 13 ─

ているところは 1 か所のみとのことである。上位目標の達成には、技術指導、普及活動、収益

性のある適正技術の提示といった活動を行っていく必要がある。

その他、プロジェクトによるインパクトは様々な形で現れている。プロジェクトで技術習

得した CDCC のテクニシャンが大規模養殖場へ転職する、あるいはプロジェクトで実施した

研修受講者が大規模養殖場へ就職するといった形で、プロジェクトは大規模養殖場の技術向

上に寄与している。大学や高校の実習に CDCC の養殖施設の利用が可能であるため、マジュ

ンガ大学が養殖コースを開設し、中学校 1 校と高等学校 2 校が養殖実習クラスを設けている。

大規模養殖場はCDCC の種苗施設に魅力を感じており、政治的混乱で日本人専門家が一時退

避していた間に施設を借用して種苗生産した企業があり、施設買収の申し入れもあったとの

ことである。大規模養殖場は、病気の発生を危惧して小規模養殖の振興に否定的であったが、

小規模養殖が現実化してくるにつれて小規模養殖を無視することができなくなり、大規模養

殖場と小規模養殖場の連携も提案されるようになった。

（5）自立発展性

CDCC は今後もエビ養殖の重要な開発センターとして存続するとのことであり、マネージメ

ントも安定し、カウンターパートやテクニシャンは自分たちだけでプロジェクト活動を継続

できる実力があると思われる。

しかしながら、所長と会計担当以外は終身雇用ではなく短期雇用契約の職員であるため、技

術を習得したカウンターパートやテクニシャンが転職する可能性が高く、技術レベルの維持

が危惧される。

CDCC は政府の水産養殖基金からの予算で運営されているが、近年は種苗販売による収入が

伸びてきたこともあり、政府配賦予算が減額され始めている。種苗販売収入は増えているも

のの、プロジェクト活動を維持できるほど十分ではなく不安定な収入であることから、今後

のプロジェクト活動継続が財務的理由によって縮小あるいは頓挫する可能性は否定できない。

プロジェクトによって小規模エビ養殖の希望者が増え、普及の兆しが見られるようになっ

たが、実際に収益を上げている養殖家が少なく、プロジェクトとしても収益性のある技術を

提示していない。つまり、養殖家レベルでの技術的自立発展性が十分に確保されたといえる

段階には至っていない。

4 － 2　阻害・貢献要因の総合的検証

（1）計画内容に関するもの

1）ターゲットグループの解釈の相違（後述 5 － 2　教訓、参照）
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（2）実施プロセスに関すること

1）PDM の改訂が適時に行われなかったため、終了時評価に際し、PDMe 作成に混乱が生じた。

（後述 5 － 2　教訓、参照）

2）2002 年上半期の政治的混乱により専門家は約 3 か月退避を余儀なくされた。この間、プロ

ジェクト活動は中断し、計画していた活動の一部（東アフリカ各国を招へいしてのシンポジ

ウム開催及びパイロットファームの造成）の実施を断念した。このことは、プロジェクトの

上位目標達成へのインパクトを減じた。

4 － 3　結　論

評価分析の結果、プロジェクト目標はおおむね達成したと判断される。終了時評価時点（プロ

ジェクト終了 2 か月半前）においても、上位目標で設定した最終受益者である「マダガスカル北西

部の小規模エビ養殖家」 に対する本プロジェクトの波及効果（インパクト）が現れ始めている。し

かし、2002 年に生じたマダガスカル政変により、パイロットファーム設置支援に関する活動が遅

延するなどの影響を受けた。そのため、CDCC 普及部門の能力向上が不十分のままであるといえ

る。

日本側が普及部門を中心にフォローアップ協力を実施するならば、プロジェクト上位目標の達

成可能性が高くなると思料する。
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第 5 章　提言と教訓

5 － 1　提　言

合同評価チームは日本・マダガスカル両国政府に対し、現行協力期間終了後に双方がとるべき

諸措置を下記のとおり提言することとした。

（1）マダガスカル側

1）農畜水産省（以下、農水省）

①　政策・制度

農水省は、小規模エビ養殖振興策を堅持・強化することが必要である。

具体的には以下の方策が推奨される。

ａ）養殖振興基金（FDHA）の拡充／小口（無担保）融資の制度化

ｂ）大規模養殖企業に小規模養殖家を支援させる政策的インセンティブ（税制優遇策等）

の適用

ｃ）CDCC を通じた普及活動の強化とそのための適切な予算配分

②　予算配分・管理

農水省は、CDCC の活動規模に応じた適切な予算を配分すべきである。あわせて、CDCC

が自己収入プール分から支出を行う際に、CDCC に対する本省承認を迅速化すべきであり、

段階的に簡素化していくことが望ましい。

③　人事管理

プロジェクトの自立発展性を確保するため、農水省はCDCC 主要職員（本件カウンター

パートスタッフ）の雇用形態をプロジェクト雇用から政府終身雇用へ早期に切り替えるべ

きである。また、本件カウンターパートスタッフの頻繁な人事異動を抑制すべきである。

2）CDCC

①　研修・普及

CDCC は、研修・普及活動を継続的に拡充・強化すべきである。

②　財務

CDCC は、必要な政府予算の獲得に努めて財務基盤を安定化するとともに、自己収入源

（種苗販売、各種サービスの受益者負担・有料提供）の拡充に努めて、これら予算を研修・

普及活動へ有効活用すべきである。

③　技術的能力

CDCC は、今後とも技術的能力（特に池管理、飼料開発、病理・疾病管理、研修・普及
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能力）の強化に努めるべきである。

（2）日本側

本評価調査団は、日本政府に対し、本件プロジェクトの上位目標達成を促進しプロジェク

ト実施の最終的な費用対効果の向上と自立発展性を確保することを目的としたフォローアッ

プの実施を提言する。

本評価調査団は、上記フォローアップ協力の対象として、支援を中心に、池管理、飼料開発、

病理・疾病管理、研修普及活動の各分野に関する小規模な協力を組み合わせることが最適で

あると考える。

同フォローアップ協力の実施に際しては、マダガスカル側の本件プロジェクトに対するオー

ナーシップの醸成とCDCC の技術的自立発展性の確保をより醸成する方向付けが重要である。

5 － 2　教　訓

教訓 1（計画策定時）：ターゲット・グループ／プロジェクト受益者を明確に定義すること

本件のR ／D 及びPDM において、プロジェクト受益者は“Artisanal”Fishermen と規定さ

れた。同英文表現はマダガスカル側には中小経営規模（かつ専業漁民とは限らない）と理解さ

れた一方、日本側は「零細漁民」との和訳を行った。この結果、日本側とマダガスカル側の関

係者間においてプロジェクト活動の方向性に関する認識の乖離が生じ、プロジェクト・チー

ムが詳細活動計画を策定・実施するうえで若干の混乱が生じた。

これは、英仏和 3 か国語が介在するなかで各語彙のニュアンスの微妙な差を勘案しなかっ

たこと、双方の思惑が微妙にずれていたこと等の原因が考えられる。今後のプロジェクト・デ

ザインにおいては、上記のような微妙な差が有り得ることも十分に考慮したうえで、プロジェ

クト受益者を明確に定義し、援助国・受益国双方の共通認識を確保することに留意すべきで

ある。

教訓 2（実施過程）：プロジェクトの進展に伴い、PDM の改訂を適時に行っていくこと

本プロジェクトでは、中間評価調査においていくつかの軌道修正が提言されている。特に、

普及体制整備へ向けた協力の強化（パイロットファームの設置支援等）が明確に方向付けられ

た（中間評価報告書 参照）。しかしながら、この軌道修正は、中間評価時点では PDM の改訂

によって裏付けられなかった。

このため、プロジェクト後半の実際の協力活動と、有効なPDM（1998 年 12 月版）との乖離

が発生し、プロジェクト後半実施過程及び終了時評価調査の事前準備（PDMe 作成）において

若干の混乱をもたらした。
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今後、プロジェクト運営過程（実施・モニタリング・中間評価）においては、JICA 事業評価

ガイドライン及び PCM 手法に従って、PDM の改訂を適時に行っていくことが重要である。
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